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令和４年度地域包括支援センターの運営状況等について 

 

【本市の地域包括支援センターの概要】 
 

（１）地域包括支援センターの設置 

平成１８年４月１日（以降、地域ケアプラザ新規整備地区において順次設置） 

 

（２）地域包括支援センター設置数 

全市合計：１４５か所（令和５年３月 31日現在） 

① 地域ケアプラザに設置する地域包括支援センター：１４４か所 

② 特別養護老人ホームに設置する地域包括支援センター：１か所 

 

地域包括支援センター設置数の推移       （令和５年３月 31 日現在） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

設置数（か所） １４２ １４２ １４３ １４５ 

 

（３）担当圏域 

   概ね中学校区程度 

（１か所当たり平均、圏域人口約２万６千人、平均圏域高齢者人口約６千５百人） 

 

（４）職員配置 

   保健師等１名、社会福祉士等１名、主任ケアマネジャー等１名（原則配置数） 

   担当圏域の高齢者人口が 6,000 人以上の地域包括支援センターには、概ね 3,000 人

ごとに１名を増員配置 

 

（５）担当業務 

   ①総合相談・支援事業（さまざまな相談への対応等） 

②権利擁護事業（高齢者の成年後見制度利用促進、虐待防止の取組等） 

   ③包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（ケアマネジャーに対する支援、地域

のボランティアなど様々なネットワークの構築等） 

④介護予防支援事業・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（要支援者および事業対象者の介護予防ケアプランの作成） 

 

（６）運営主体 

   地域ケアプラザ・特別養護老人ホームを運営する法人に本市から指定管理又は運営

委託 

  

令 和 ５ 年 度  第 ２ 回 

横浜市地域包括支援センター 

運 営 協 議 会 

（令和５年 1 0 月 1 9 日） 
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１ 総合相談・支援事業 

（１）窓口・電話相談 

地域の高齢者等に対して、面接、電話等による相談を実施し、必要な支援内容を把

握するとともに、地域における適切な機関、制度、サービスの利用につなげる等の支

援を行っています。 
 

  【地域包括支援センターの事業実績】 

 ○相談件数の推移 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

相談件数（件） ２０８，７９７ ２２４，１９６ ２３２，５２１ ２５０，１２３ 

１施設当たりの

相談件数（件） 
１，４７０ １，５７９ １，６２６ １，７２５ 

 

  【参考】 

地域包括支援センターの相談時間は、地域ケアプラザの日中の相談支援の充実・強

化を図るため（※）、令和４年 10 月から、次のとおり変更しています。 
 

（※）これまで夜間時間帯に勤務していた職員を、この変更により可能な範囲で日中

勤務とすることで、高齢者の介護相談・生活相談の充実や、地域の自治会町内会、民

生委員・児童委員、医療・福祉施設の皆様との連携強化など、地域支援の充実を図っ

ていきます。 
 

＜令和４年９月末まで＞ 
・月～土：９～21 時 日・祝：９～17 時（年末年始及び月１回の施設点検日は休館） 
・上記以外の時間帯は、ケアプラザにかかる相談電話は、特別養護老人ホームに転送

し対応 
 

＜令和４年 10 月から＞ 
・月～土：９～18 時 日・祝：９～17 時（年末年始及び月１回の施設点検日は休館） 
・上記以外の時間帯は、ケアプラザにかかる相談電話は、相談専用コールセンターに

転送し対応 
 

（２）訪問 

   相談者からの依頼を受けた中で、訪問が必要な場合、地域包括支援センター職員が

相談者の自宅等を訪問し、民生委員等とともに安否確認や状況確認、情報提供、各種

福祉保健サービスの申請受付等を行っています。 
 

  【地域包括支援センターの事業実績】 

 ○訪問件数の推移 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

訪問件数（件） ４４，１３３ ４１，１０１ ３９，５２９ ４０，４７０ 

１施設当たりの

訪問件数（件） 
３１１ ２８９ ２７６ ２７９ 
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２ 権利擁護事業 

（１）権利擁護相談 

   地域の民生委員、介護保険事業者、医療機関等の福祉保健関係者とのネットワーク

を構築し、認知症の高齢者等、判断力の低下で支援を要する方を早期に発見し、相談

につなげられるように体制を整備しています。 
地域包括支援センターでは、主に社会福祉士が権利擁護事業関連の研修に参加し、

業務遂行に必要な実践的知識・情報の習得に努めています。 
   各区で区成年後見サポートネットを開催し、区福祉保健センター、地域包括支援セ

ンター、区社会福祉協議会あんしんセンター職員等関係機関が参加し、弁護士会、司

法書士会、社会福祉士会等の後見業務を担う専門職団体等と情報共有、困難事例の検

討などを行っています。 
 
  【地域包括支援センターの事業実績】 

   ○権利擁護相談件数の推移  
 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

権利擁護相談

件数（件） 
１５，２９７ １６，１２５ １７，１９７ １７，７８１ 

１施設当たり

の相談件数

（件） 
１０８ １１４ １２０ １２３ 

※上記１の相談・訪問件数の内数 
 
 

（２）成年後見制度の活用 

   窓口相談等を通じて把握された、認知症等により判断能力が低下し契約行為等が困

難と考えられる方については、民法上の成年後見制度（成年後見、保佐、補助の各類

型）の利用が本人の状況に応じて円滑に行われるよう、家庭裁判所への審判請求につ

いて案内するとともに、親族申立てが適切に行われるよう支援しています。 
   その中でも、身寄りが無いなどの理由で親族の申立てが困難な方については、成年

後見制度の区長申立て等の対応を図るため、区福祉保健センターにつなげています。 
 
 《参考》 

 

【本市の事業実績】 

    ○成年後見制度の区長申立て件数の推移     
 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

区長申し立て件数（件） ２７５ ２６０ ２４０ ２８０ 
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（３）日常生活自立支援事業 

   日常的な金銭管理に不安のある方や困難な方が、日常生活自立支援事業（※）を円

滑に利用できるよう支援し、各区社会福祉協議会に設置された「あんしんセンター」

につなげています。 
※ 日常生活自立支援事業とは、定期的な訪問や預貯金の出納代理・代行や公共料金の支払い

等を行う「定期訪問・金銭管理サービス」、介護保険など福祉サービスの利用手続き援助等

を行う「福祉サービス利用援助サービス」、預貯金通帳・有価証券・不動産権利証書などを

預かる「預金通帳など財産関係書類等預かりサービス」を提供する事業をいいます。 
 

  【各区社協あんしんセンターの事業実績】 

    ○日常生活自立支援事業契約件数の推移       （高齢者・障害者合計） 
区  分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

定期訪問・金銭管

理サービス（件） 
（福祉サービス利用

援助サービスを含

む。） 

１，１４６ １，１４８ １，１２７ １，１３９ 

通帳など財産関係書

類等預かりサービス

（件） 
１９７ １９６ １８７ １７５ 

実利用者数（人） １，１４７ １，１４９ １，１２８ １，１４０ 

       ※双方のサービスの利用者がいるため、件数の計＝実利用者数とはなりません。 
 
 
（４）高齢者虐待防止事業 

窓口相談などを通じて把握した相談内容について、区へ報告し情報共有を図るなど、

連携強化に取り組んでいます。また、高齢者虐待の理解を深め、虐待事例の早期発見・

早期対応を図ります。 

 

【地域包括支援センターの事業実績】    

○地域包括支援センターから区への相談状況 
 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

地域包括支援センターか

ら区への相談件数（件） 
８７ １２８ １４４ １１６ 
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３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

（１）地域住民、関係機関等との連携推進 
   地域における医療・保健・福祉の連携を図るため、主治医や民生委員など地域関係

者との連絡会や地域情報の収集及び提供を行っています。 
また、区ケアマネジャー連絡会と協働して研修会開催を行う等、ケアマネジャーを

中心に据えたネットワークづくりを行っています。 
 （２）ケアマネジャー支援 

   ケアマネジャーに対する相談窓口の設置や、居宅介護支援事業所への訪問等による

相談や指導、新任ケアマネジャー等への実習支援等を行っています。 
また、支援困難事例に係るサービス担当者会議の開催支援、事例検討、及び医師等

の専門家を招いた研修会の開催等を行っています。 
 
   【地域包括支援センターの事業実績】     

   ○ケアマネジャー支援状況の推移 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

ケアマネジャー

相談件数（件） 

合計 ２８，０８８ ３１，３０７ ３９，６９７ ３２，５２９ 

１ 施 設 当

たり 
１９８ ２２０ ２７５  ２２４ 

新人・就労予定 

ケアマネジャー 

研 修 実 施 人 数

（人） 

合計 １，１５９ ４４２  ４６９ ６２６ 

１ 施 設 当

たり 
８ ３ ３ ５ 

サービス担当者 

会議開催支援 

実施回数（回） 

合計 ７，７４１ ３，９７１ ４，３３２ ４，２８８ 

１ 施 設 当

たり 
５６ ２８  ３０ ３０ 

  

４ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（１）要支援者等の介護予防ケアプラン作成 

   地域包括支援センターでは、指定介護予防支援事業者として、要支援者（「要支援１」・

「要支援２」に認定された方）の介護予防ケアプランを作成しています。 

   また、平成 28 年 1月からの介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケア

マネジメント（第１号介護予防支援事業）を開始し、要支援者および事業対象者の介

護予防ケアプランを作成しています。 

 

【地域包括支援センター（指定介護予防支援事業者）の事業実績】   

○介護予防ケアプラン作成状況の推移           （翌年度４月審査分） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

作成件数（件） ２７，９１２ ２９，１９９ ２９，６６８ ３０，７１０ 

１施設当たりの

作成件数（件） 
１９７ ２０６ ２０７ ２１２ 
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（２）居宅介護支援事業所への委託状況 

   要支援者の介護予防ケアプランは、原則として地域包括支援センター（指定介護予

防支援事業者）が作成することとされていますが、業務の一部を居宅介護支援事業所

のケアマネジャーに委託できることとなっています。 

 

【地域包括支援センター（指定介護予防支援事業者）の事業実績】   

○地域包括支援センターから居宅介護支援事業所への介護予防ケアプラン 

作成委託状況の推移                （翌年度４月審査分） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

委託件数（件） １９，９８３ ２１，３１５ ２３，６２２ ２２，６４１ 

１施設当たりの

委託件数（件） 
１４１ １５０ １６５ １５６ 

  ※（１）介護予防ケアプラン作成件数の内数 

 

《参考》 

【地域包括支援センターにおける一般介護予防事業実績※１】     

                   

       年度 

種別 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実施回数 
延べ参加

者数 
実施回数 

延べ参加

者数 
実施回数 

延べ参加

者数 

介護予防

普及啓発

事業（講

演会・イ

ベント・健

康教育、

その他※２

等） 

合計 1,870 19,915 2,445 30,920 5,026 69,892 

１施設

当たり 
13 140 17 216 35 482 

地域介護

予防活動

支援事業
※３ 

合計 388 4,871 473 6,132 530 6,668 

１施設

当たり 
３ 34 3 43 ４ 46 

 
※１ 地域包括支援センターにおける一般介護予防事業費委託費（介護予防普及強化 

業務委託）の実績のみ計上。（地域ケアプラザで実施した自主企画事業の介護予 

防活動の実績は除く） 

※２ 「その他」は、令和２年度のみ新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、 

集合型（講演会、イベント、健康教育、介護予防教室等）での開催が困難な場合 

の代替え手段として、地域ケアプラザや地域で発行している広報誌等の啓発媒体 

の作成・配布等で介護予防に関する情報発信を実施したものを計上しています。 

※３ 地域介護予防活動支援事業の内容：ボランティア育成等の研修、地域活動組織

育成・支援、関係団体等の連絡会等 


